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(57)【要約】
【課題】本発明は、低アスペクト比のタービン静翼にお
いて、側壁損失を低減し、段落効率を向上させることが
できるタービン静翼を提供することを目的とする。
【解決手段】軸流タービンのタービン静翼であって、タ
ービン静翼は低アスペクト比静翼であり、翼高さ方向翼
根元から翼先端に向けて弧状に形成されたｓ／ｔ値（ｓ
：スロート長　ｔ：ピッチ長）分布を有し、ｓ／ｔ値を
、翼高さ方向中央部と翼先端との間で最大とし、かつ翼
根元で最小とし、翼先端のｓ／ｔ値を、ｓ／ｔ値の最大
値と最小値との中間値以上、かつｓ／ｔ値の最大値未満
とし、最大ｓ／ｔ値の６５％以上フリーボルテックス設
計時の翼根元のｓ／ｔ値未満としたことを特徴とするタ
ービン静翼。
【選択図】　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タービン静翼の設計方法において、
　前記タービン静翼は、低アスペクト比のタービン静翼であり、
　翼高さ方向のスロート比とピッチ長の比で構成されるｓ／ｔ値（ｓ：スロート長　ｔ：
ピッチ長）分布を、翼根元から翼先端まで弧状の曲線を描くように分布させ、翼根元でｓ
／ｔ値を最小とし、翼中央と翼先端との間で前記ｓ／ｔ値を最大とすることを特徴とする
タービン静翼の設計方法。
【請求項２】
　前記ｓ／ｔ値を、前記タービン静翼の翼長に対して前記翼根元より７５％以上９５％以
下の翼高さ位置で最大とすることを特徴とする請求項１記載のタービン静翼の設計方法。
【請求項３】
　軸流タービンのタービン静翼であって、
　前記タービン静翼は低アスペクト比静翼であり、
　翼高さ方向翼根元から翼先端に向けて弧状に形成されたｓ／ｔ値（ｓ：スロート長　ｔ
：ピッチ長）分布を有し、
　前記ｓ／ｔ値を、翼高さ方向中央部と翼先端との間で最大とし、かつ前記翼根元で最小
とし、
　前記翼先端の前記ｓ／ｔ値を、前記ｓ／ｔ値の最大値と最小値との中間値以上、かつ前
記ｓ／ｔ値の最大値未満とし、
　最大ｓ／ｔ値の６５％以上、フリーボルテックス設計時の翼根元のｓ／ｔ値未満とした
ことを特徴とするタービン静翼。
【請求項４】
　前記ｓ／ｔ値を、前記タービン静翼の翼長に対して前記翼根元より７５％以上９５％以
下の翼高さ位置で最大とすることを特徴とする請求項３記載のタービン静翼。
【請求項５】
　水を加熱して蒸気を生成する蒸気発生器と、該蒸気発生器で生成した前記蒸気で駆動す
るタービンと、該タービンを駆動した前記蒸気を復水する復水器とを備える蒸気タービン
装置であって、
　翼高さ方向翼根元から翼先端に向けて弧状に形成されたｓ／ｔ値（ｓ：スロート長　ｔ
：ピッチ長）分布を有し、
　前記ｓ／ｔ値を、翼高さ方向中央部と翼先端との間で最大とし、かつ前記翼根元で最小
とし、
　前記翼先端の前記ｓ／ｔ値を、前記ｓ／ｔ値の最大値と最小値との中間値以上、かつ前
記ｓ／ｔ値の最大値未満とし、
　最大ｓ／ｔ値の６５％以上フリーボルテックス設計時の翼根元のｓ／ｔ値未満とした低
アスペクト比タービン静翼を有する前記タービンを備えることを特徴とする蒸気タービン
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軸流タービンの静翼、特に低アスペクト比のタービン静翼に係る。
【背景技術】
【０００２】
　軸流タービンにおいては、性能向上を目的とした種々の技術が採用されており、高い効
率を実現している。タービンの性能向上を実現するためには、タービン内部の圧力、段落
、排気、機械等の各損失を低減させることが必要不可欠となる。中でも、段落損失のうち
、側壁損失はタービンの各段落に共通する損失である。この損失は、二次流れの影響によ
り、翼前縁より発生する渦が翼間にて発達し、流路渦を形成することが主な原因である。
【０００３】
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　一般的に、軸流タービンのタービン翼では、翼根元から翼先端に向けて、スロート長ｓ
とピッチ長ｔで構成されるｓ／ｔが徐々に大きくなる直線状のｓ／ｔ分布を用いたフリー
ボルテックス設計が古くから採用されている。
【０００４】
　しかし、上記フリーボルテックス設計では、翼列内の翼間に生じる二次流れや渦流等に
より側壁損失が発生しやすく、段落損失が増大しやすい。
【０００５】
　そこで、例えば特許文献１に記載された技術のように、タービン翼のスタッキングを翼
高さ方向に変化させ、ｓ／ｔ分布を変化させることで、二次流れや渦流の影響を低減し、
側壁損失を低減する技術が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平６－２７２５０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、翼高さと翼弦長の比であるアスペクト比が比較的小さい低アスペクト比のタ
ービン静翼では、翼先端および翼根元より発達する二次流れが互いに干渉し、より乱れの
大きい流れが発生する場合がある。特に、アスペクト比が概ね１.０以下の場合に、翼先
端及び翼根元の二次流れが互いに翼高さ方向で干渉する場合が多い。
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載された技術は、低アスペクト比翼で構成された低アス
ペクト比段落特有の流れについて考慮したものではない。
【０００９】
　そこで、本発明は、低アスペクト比のタービン静翼であって、段落効率を向上させるこ
とができるタービン静翼を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するために、低アスペクト比タービン静翼の設計方法において、翼高さ
方向のスロート比とピッチ長の比で構成されるｓ／ｔ（ｓ：スロート長　ｔ：ピッチ長）
値分布を、翼根元から翼先端まで弧状の曲線を描くように分布させ、翼根元でｓ／ｔ値を
最小とし、翼中央と翼先端との間で前記ｓ／ｔ値を最大とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、低アスペクト比のタービン静翼であって、段落効率を向上させること
ができるタービン静翼を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の一実施例に係る蒸気タービン段落部の要部構造を表す断面図である。
【図２】一般的な低アスペクト比タービン静翼の翼列構造の斜視図である。
【図３】図２に示した翼列構造の翼間に発生する渦流を模式的に表す説明図である。
【図４】本発明の一実施例に係るタービン静翼の翼高さ方向のｓ／ｔ値分布を表すグラフ
である。
【図５】フリーボルテックス設計によるタービン静翼の翼列構造および翼間流路断面を表
す説明図である。
【図６】本発明の一実施例に係るタービン静翼の翼列構造および翼間流路断面を表す説明
図である。
【図７】本発明の一実施例に係るタービン静翼の翼間流路断面積とフリーボルテックス設
計によるタービン静翼の翼間流路断面積との比較図である。
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【図８】本発明の一実施例に係るタービン静翼の翼高さ方向の静翼出口流量分布を表すグ
ラフである。
【図９】本発明の一実施例に係るタービン静翼の翼高さ方向の効率分布を表すグラフであ
る。
【図１０】本発明の一実施例に係るタービン静翼における、最大ｓ／ｔ値の位置に対する
効率改善量を示すグラフである。
【図１１】本発明の一実施例に係るタービン静翼を適用した蒸気タービンのシステム図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明を実施するための形態について、適宜図を参照して詳細に説明する。なお
、各図面を通し、同等の構成要素には同一の符号を付してある。
【実施例１】
【００１４】
　以下、本発明の一実施例として、本発明のタービン静翼を蒸気タービンの低アスペクト
比静翼に適用した例について説明する。
【００１５】
　図１は、本実施例に係る蒸気タービン段落部の要部構造を示した断面図である。図２は
、一般的な低アスペクト比タービン静翼の翼列構造を示した斜視図である。図３は、図２
に示した翼列構造の翼間に発生する渦流を模式的に表した図である。図４は、本実施例に
係るタービン静翼の翼高さ方向のｓ／ｔ値分布を示したグラフである。
【００１６】
　図１に示すように、本実施例に係る蒸気タービンのタービン段落は、ダイヤフラム外輪
１とダイヤフラム内輪２との間にタービン周方向に列設された静翼３と、静翼３の蒸気流
れ方向下流側（以下、単に下流側と記載する）に対向して、タービンロータ４に周方向に
列設された動翼５とから構成される。動翼５のタービン半径方向外周側（以下、単に外周
側と記載する）の先端にはシュラウド６が設けられ、対向する静止体との間にシール構造
（図示せず）が設けられている。
【００１７】
　作動流体である蒸気主流７は、静翼３の前縁部８より翼間を通過し、後縁部９から流出
する。蒸気タービンは、静翼３から流出した蒸気主流７を下流側の動翼５に衝突させるこ
とで、タービンロータ４を回転させ、タービンロータ４の端部に接続する発電機（図示せ
ず）によって回転エネルギーを電気エネルギーに変換して発電を行う。
【００１８】
　図２に、本実施例との比較例として一般的な低アスペクト比静翼の翼列構造を示す。静
翼３は、ダイヤフラム外輪１とダイヤフラム内輪２との間に、周方向に複数枚列設されて
いる。静翼３は、翼根元１０側をダイヤフラム内輪２に固定され、翼先端１１側をダイヤ
フラム外輪１に固定される。また、静翼３は、翼列内に設置される翼枚数から決定される
、タービン周方向に隣り合う翼の間隔長さｔ（ピッチ長）を用いて、等間隔に設置される
。ここで、静翼３ａの翼後縁部と隣り合う静翼３ｂとの最短長さｓをスロート長という。
【００１９】
　図３に、図２に示した翼列構造の翼間に発生する蒸気流の渦を模式的に示す。なお、ダ
イヤフラム外輪１および内輪２は図示を省略する。
【００２０】
　静翼３は、翼腹側に形成される圧力面１２、および翼背側に形成される負圧面１３を有
する。蒸気主流７は、静翼３の前縁部８より供給され、圧力面１２と負圧面１３との間に
形成される翼間流路１４を通過し、後縁部９より流出する。蒸気主流７が翼間流路１４を
通過する際、翼間に圧力勾配が生じる。このため、圧力面１２から負圧面１３へ向かう二
次流れ１５が生じる。また、前縁部８より蒸気主流７が翼間流路１４に流入し、圧力面１
２と負圧面１３に渦が発生する。この内、圧力面１２に存在する渦は、翼間流路内で発達
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しながら、流路渦１６を形成し、また、二次流れ１５の影響を受け、負圧面１３へ移動す
る。流路渦１６は、翼根元１０および翼先端１１でそれぞれ発生する。アスペクト比が小
さい静翼、特にアスペクト比が１.０以下の低アスペクト比静翼で構成される翼列構造で
は、翼根元１０および翼先端１１でそれぞれ発生した流路渦１６が、相互に干渉し合い、
乱れの大きい流れを形成している。この流路渦１６は、本来タービン翼が行うべき仕事の
効率低下を招き、側壁損失の大きな要因となる。
【００２１】
　図４に、本実施例に係るタービン静翼の翼高さ方向のｓ／ｔ値分布を実線で、従来のフ
リーボルテックス設計によるｓ／ｔ値分布を点線で示す。図４において、横軸はスロート
長ｓとピッチ長ｔの比であるｓ／ｔ値を表す。また、縦軸は翼高さを表す。
【００２２】
　フリーボルテックス設計では、ｓ／ｔ値は、翼根元から翼先端に向かって一定の割合で
徐々に大きくなり、直線状に分布する。
【００２３】
　一方、本実施例に係るタービン静翼では、ｓ／ｔ値は翼根元から翼先端にむけて弧状に
分布する。より詳細には、ｓ／ｔ値は、翼根元で最小となり、翼先端に向けて弧を描くよ
うに徐々に大きくなり、スパン中央（翼中央）と翼先端との間で最大となり、翼先端に向
けて再び弧を描くように徐々に小さくなる。翼先端のｓ／ｔ値は、最大ｓ／ｔ値と最小ｓ
／ｔ値との中間値以上、最大ｓ／ｔ値未満とする。一方、翼根元の最小ｓ／ｔ値は、最大
ｓ／ｔ値の６５％以上、フリーボルテックス設計時の翼根元のｓ／ｔ値未満とする。この
範囲内に収まるように、かつ、翼先端スロート長、翼根元スロート長、翼負圧面、ならび
に、後縁部で構成される翼間流路断面積が、本実施例の値と、フリーボルテックス設計時
の翼間流路断面積の値とで等しくなるように、分布曲線の弧の形状、翼先端スロート長、
および翼根元スロート長は決定される。
【００２４】
　よって、本実施例に係るタービン静翼のｓ／ｔ値分布曲線は、翼根元の最小ｓ／ｔ値か
ら最大ｓ／ｔ値まで徐々に大きくなり、最大ｓ／ｔ値を持つ位置から翼先端まで徐々に小
さくなる、上側に凸する弧状曲線で表される。
【００２５】
　図５に、フリーボルテックス設計によるタービン静翼の翼列構造および翼間流路断面を
表す。図６に、本実施例に係るタービン静翼の翼列構造および翼間流路断面を示す。図７
に、本発明の一実施例に係るタービン静翼の翼間流路断面積とフリーボルテックス設計に
よるタービン静翼の翼間流路断面積とを比較した図を示す。
【００２６】
　前述したように、本実施例の翼間流路断面積は、フリーボルテックス設計時の翼間流路
断面積と等しい。一方で、本実施例の翼間流路断面は、翼根元からスパン中央部に向かっ
て流路幅（スロート長）が大きくなり、スパン中央部と翼先端との間で流路幅は最大とな
り、その後、先端に向かって再度狭くなるように形成される。
【００２７】
　図８に、本実施例に係るタービン静翼の静翼出口流量の翼高さ方向分布を示す。図４に
示したフリーボルテックス設計時のタービン静翼の出口流量分布を点線で示し、本実施例
に係るタービン静翼の出口流量分布を実線で示す。図８に示したように、フリーボルテッ
クス設計によるタービン静翼では、静翼出口を流れる蒸気の流量は、翼根元から翼先端に
向けて略一定に分布している。一方、本実施例に係るタービン静翼は、ｓ／ｔ値をスパン
中央から翼先端の間で最大とする分布としたため、スパン中央から翼先端の間で静翼出口
流量が増大する。流量の増大は、軸流速度の増大に繋がる。従って、本実施例に係るター
ビン静翼では、スパン中央から翼先端までの間の蒸気の軸流速度が増加する。
【００２８】
　図９に、本実施例に係るタービン静翼の効率分布を示す。実線で示されたグラフが、本
実施例に係るタービン静翼の効率分布であり、点線で示されたグラフが、図４に示したフ
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ックス設計によるタービン静翼と比較して、本実施例に係るタービン静翼ではスパン中央
部から翼先端にかけて効率が改善されていることが分かる。
【００２９】
　本発明によれば、低アスペクト比タービン静翼において、静翼の先端側に流量を多く配
分でき、それにより動翼に流入する際、動翼スパン中央部から翼先端にかけて流量を多く
配分することができる。よって、当該領域において、効率向上することができ、翼高さ方
向に流量平均した結果、段落効率を向上させることができる。
【００３０】
　次に、図１０に、本実施例に係るタービン静翼における、最大ｓ／ｔ値の位置に対する
効率改善量を示す。縦軸は、本発明を適用した場合の効率改善量を図４に示したフリーボ
ルテックス設計によるタービン静翼からの相対値で示し、本発明を適用した場合の効率改
善量の最大値にて無次元化した値を示す。図１０によれば、本発明は、最大ｓ／ｔ値の位
置が、特に翼根元から翼高さ全体の７５％から９５％まで範囲にあるとき、最も効果的に
作用することが分かる。なお、これまで説明に用いてきたｓ／ｔを、タービン静翼の幾何
学的な角度を表す翼出口角sin-1(ｓ／ｔ)と置き換えても同様な効果を得ることができる
。
【００３１】
　図１１は、本発明のタービン翼を適用した蒸気タービンのシステム図である。
【００３２】
　図１１に図示するように、蒸気タービンでは、ボイラー等の蒸気発生器（図示せず）で
加圧・加熱された蒸気を主蒸気配管１７に通して高圧タービン１８に送る。高圧タービン
１８にて仕事をした蒸気は、再熱器１９で再び加熱された後、中圧タービン２０へと送ら
れ、仕事を行う。中圧タービン２０から排出された蒸気は、クロスオーバ管（連絡管）２
１を通り、低圧タービン２２ａおよび２２ｂに送られ、仕事を行う。高圧タービン１８、
中圧タービン２０、低圧タービン２２は、回転可能なタービンロータ２３で機械的に連結
されており、タービンロータ２３に連結された発電機２４によって、回転仕事を電力に変
換する。低圧タービン２２ａおよび２２ｂから排出された蒸気は、さらに下流に設置され
た復水器（図示せず）に導入され、そこで凝縮されて復水となり、再び蒸気発生器に還流
する。
【符号の説明】
【００３３】
３　静翼
５　動翼
７　蒸気主流
１０　翼根元
１１　翼先端
１２　圧力面
１３　負圧面
１４　翼間流路
１５　二次流れ
１６　流路渦
１７　主蒸気配管
１８　高圧タービン
２０　中圧タービン
２２　低圧タービン
２４　発電機
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